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株式会社ジュピターコーポレーション 

１ 環境経営方針 

 

ジュピターコーポレーションは、創立より 70 年、社是を基本に、海外の先進的な製品と国産の高度

な技術を融合した企業活動により、社会、国家とともに成長してきました。グローバルに活動する

企業として、環境性能の高い製品とサービスの提供を通じ、環境保全に取り組み、あらゆる企業活

動を通じ持続可能な社会の実現に貢献します。 

 

１ 環境関連諸法規の順守   

     企業活動の推進にあたっては、関連する諸法規、国際条約、条例等を順守します。 

 

２ 環境マネジメントシステムの定着と継続的改善 

     環境保全活動の運用状況を適時見直し、継続的に改善していきます。 

 

３ 環境に配慮した企業活動 

      取扱製品の材質、使用材料等の環境への影響を把握し、以下環境負荷の低減を図ります。 

・ 電力、燃料の利用低減のよる二酸化炭素の排出量削減 

・ 省資源、廃棄物の削減、節水およびリサイクルの推進 

・ 環境に配慮した商品・サービスの提供 

・ グリーン購入による環境負荷を低減した物品調達 

 

４ 環境教育・啓蒙活動と社外公表 

     本方針を役員・従業員に周知し、環境保全の意識の向上を図るとともに、社外に公表し、環境 

経営の推進にともなう企業価値の向上と持続的成長を目指します。 

  

                                  2021 年 4 月 1 日 

                                  株式会社ジュピターコーポレーション 

                                  代表取締役社長  浅野 俊康 

 

２ 事業活動の概要 

（１）事業所名及び代表者名 

株式会社ジュピターコーポレーション 

代表取締役社長 浅野 俊康 

（２）所在地 

本   社：東京都港区南青山 3丁目 17-4 

       →一部移転：東京都港区南青山 4丁目 18 番 11 号 ﾌｫﾚｽﾄﾋﾙｽﾞ EASTWING 3 階 

         東京都港区南青山 4丁目 11-8  203 号室（本社営業部） 

       →移転：東京都港区南青山 4丁目 18 番 11 号 ﾌｫﾚｽﾄﾋﾙｽﾞ EASTWING 3 階 

東京都港区南青山 3丁目 16-14  302 号室（管理本部） 

→移転：東京都港区南青山 3 丁目 17-4 

名古屋支店：名古屋市中区栄 5-25-20 

         名古屋市名東区勢子坊 2丁目 406-2（ロジスティクス） 

神戸支店 ：兵庫県神戸市中央区海岸通 4 番地 新明海ビル 703 号室 

富津工場 ：千葉県富津市西大和田 1174-2（活動対象外） 
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（３）資本金 

1 億 1 千万円 

（４）設立年月日 

昭和 23 年（1948 年）4 月 13 日 

（５）実施体制と環境管理責任者及び部門推進者、連絡先 

連絡担当者 所属・役職 
TEL  

FAX 
メールアドレス 

菊地 善也 
環境管理管掌役員・取締役 

管理本部長 

03-3403-1311 

03-5474-7256 
y_kikuchi@jupitor.co.jp 

内田 修輔 
環境管理責任者・事務局長 

総務部長 

03-3403-1311 

03-5474-7256 
s_uchidai@jupitor.co.jp 

（６）事業内容 

「航空宇宙関連部品の輸入販売」 

商社部門と設計・製造・整備部門を併せ持ち、製品と価値を創るメーカー 

 

 

 

 

 

商社部門：諸外国の有名メーカー代理店として、宇宙・航空・船舶・車輛・医用機材等を取り扱い。 

富津工場：計測装置・コンピューター関連機器・航空機用地上支援機材を製造、シミュレーター・ 

航空機搭載機器等の修理・保守整備 

（７）活動事業の規模 

活動規模 単位 2020 年 2021 年 2022 年 前年比 

売上高 百万円 11,926 10,506 11,314 107% 

従業員 人 132 134 139 104% 

床面積 ㎡ 1,810 1,810 2,129 +17% 

※2022 年 8 月本社で賃貸オフィスの 2 拠点の整理統合 

（８）組織図(商社部門) 
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部門 役割 

環境管理最高責任者 ・経営における課題とチャンスの明確化 

・効果的で必要十分な実施体制の構築 

・実施体制において各自の役割、責任及び権限を定め全従業員に周知 

・EA21 に関する最終の責任と権限を有し、環境管理責任者の任命 

・環境方針の策定と見直し及び従業員への周知徹底 

・環境目標及び活動計画の承認 

・環境経営システムの評価と見直し 

環境管理組織の管掌役員 最高責任者を補佐 

環境管理責任者 環境経営システム全体の構築・運用・監査 

EA21 環境管理事務局 事務的な判断、方針の素案等について環境管理責任者の補佐 

 EA21 全体の取り纏め（目標策定・推進・計数管理・改善策検討、計画等） 

全従業員 環境方針を理解し環境負荷低減に努力 

（９）段階的認証 

2018 年度から参画の各支店の活動に新型コロナウイルス（以下、COVID-19 という。）の影響が   

長期化したが目標修正はせずに可能な限り適応できるように活動の継続を図った。 

また、富津工場の参画の検討を重ねつつも 2 年続けて被災（参）し、2 年以内の全組織認証を目 

指してきたが、その間に社として生産性向上運動による改善にとどまった。 

 

 2023 年秋頃まで実績量の収集期間として削減目標は設けられない。 

 廃棄物,及び科学物質使用量は、業務内容及び受注品目により大きく異なるため、削減目標は 

定めない方針。また、法令で定められた有資格者を選任し維持・管理・保管することを目標とす 

る方向性で検討中である。 
（参考） 

富津工場は2019年度（被害総額約5,800万円）の第1工場の被災（解体）に続き、翌年は工場全体が落雷により広範 

囲に渡って被災（被害総額約 4,000 万円）し、電力・通信環境を中心に大きな打撃を受け、業務の一次中断及び設備

復旧に約 5 ヶ月を要した。また、2019 年度の被災から毎年に施設復旧・修復・移動を繰り返してきたが 2020 年度末に

富津工場の新工場建設の全体の工程が決まり、2022 年度秋に新工場にオフィス、製造部署などが再編された。  
 

（10）社業オフィスの活動 

 ア 社全体のCO2排出量は 3％程度削減となったが、電力量は本社オフィス移転が大きく新オフ 

ィスと本社ビルと名古屋支店と同等の使用量で推移した。 

一昨年からの生産性向上（＝サービス向上）促進及び web 会議、クラウド決算などペーパー 

レスが加速し昨年度より 40％～50％削減、更なる業務処理の効率化（ICT※活用含む。）が 

進んだ。 
※：Information and Communication Technology の略称。「情報通信技術」 

イ 2021 年運用開始の電子決済「楽楽精算」システム運用向上に加え、2022 年に能力向上のた 

め「パソコン決済（Shachihata Cloud）」のも業務時間の短縮及びペーパーレス、テレワークの 

推進（規定化）による業務スピードの向上など、一層の効率的な活動となった。 

ウ OA 用紙の使用量は、かなり削減となったが、本社はオフィス移転と同時期に集中してペーパ 

ーレスを推進したことから、一時的に一般廃棄物と産業廃棄物が増加した。 

エ 環境負荷物質 

     取扱商品に使用禁止物質が使用されていないことを、RoHS（Restriction of Hazardous 

 Substances）対応証明等によって、含有されていないことを保証して営業活動を行った。 

 なお、業務効率化のため社内の手順書をもって標準化を推進していく。 
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  オ 環境教育 

Web プログラムへ参加、書面配布による消防訓練（神戸支店）、初期消火の実技訓練などを 

行うと共に、社内ポータルサイトにて掲示するとともに、全社向け（個人アドレスへ）に防災通 

信として配信した。 

 

３ 環境負荷の目標と実績及び評価 

・2021 年度に続き総 CO2 排出量は、主に電力会社の変更による排出係数の減少で目標達成 

オフィス移転の影響及びペーパーレス活動などをモニターしながら一層の環境負荷軽減への知 

恵と工夫を要すると思われる。 

   ・3 ヶ年中期目標を再考したので、今年度からは前年を基準とした目標としていく。 

（１）環境目標とその負荷実績 

  ア 全般 

項目名 単位 
2022 年度の目標値・実績

(2021 年度実績) 
達成率（％） 総評 

総エネルギ

ー投入量 
MJ 

目標  1,050,042 

83.6  

主な要因は本社（オフィス拡

大）及び名古屋支店の電力使

用量増加 
実績  1,255,662 

CO2 排出量 
㎏－

CO2 

目標   86,582 
102.0 

主要な電力使用量に比べ本

社都市ガスの削減による。 実績   84,919 

 

イ 上記 CO2 の排出量の内訳  

項目名 単位 
2022 年度の目標値・実績 

(2021 年度実績) 
達成率（％） 総評 

購入電力 kWh 

目標   152,871 

74.5 

本社オフィス移転による 1.37

㎡床面積増に伴い、電力量

が増大 
実績   204,971 

都市ガス ㎥ 

目標    5,768 

103.1 

本社限定だが、冷夏及び発

熱の機器類が本社から一部

の移転により発熱量が減少し

た。（人数が半減）しかしなが

ら、機器類は一定の台数があ

り、複合機は省エネモードに

自動的になるが、他の OA 機

器の全数量の断とはならな

い。 

実績    5,592 

ガソリン ℓ 

目標    6,973 

90.3 

大きくは COVID-19 禍後の社

業の活発における営業活動

が好調に加え微増となかっ

た。 
実績    7,722 

※2020 年度、調整後排出係数 

・電気：0.277kg-CO2/kWh 東京ガス(株)、 

0.441kg-CO2/kWh 東京電力エナジーパートナー(株) 

0.377kg-CO2/kWh 中部電力ミライズ(株) 

0.350kg-CO2/kWh 関西電力(株) 

・都市ガス：2.23kg-CO2/㎥ 東京ガス(株)、 

・ガソリン：2.32kg-CO2/L  

 ※水使用量は生活用で少量であり、神戸支店は管理費に含まれ把握できず目標設定はしない。 

    また、その他の拠点についても資源投入量として把握するが目標設定はしない。 
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ウ オフィス業務効率向上（OA 用紙使用量）削減及び一般廃棄物の排出量の削減      

項目名 単位 
2022 年度の目標値・実績

(2021 年度実績) 
達成率（％） 総評 

オフィス業務 

効率向上 

㎏ 

目標    4,892 

185.5 

業務総量増加するものの、ペ

ーパーレスが大きく進み 40％

～50％の削減 
実績    2,637 

一般廃棄物

排出量※ 

目標    3,646 

63.0 

本社の一部オフィス移転をき

っかけに一時的に増加した後

も継続して大きな排出量であ

る。全般、更に減容について

推奨していく。 

実績    5,785 

※ 容積ℓ単位から㎏単位に換算（1 ㎏＝22.5ℓ）とした。 

    エ エネルギー類の 3 ヶ年推移 

  
                                  え  

  
 

  
 

 

 

 

 

 

支店半年 
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オ オフィス業務効率向上（OA 用紙使用量）及び一般廃棄物の排出量の削減３ヶ年推移 

  
 

（２）マテリアルバランス 

   事業活動における環境負荷の把握を行い、これらの 

削減に取り組んでいる。（資料１） 

                

 

 

 

 

 

（３）環境負荷の目標 中長期計画  

ア 総エネルギー投入量及び CO2 排出量の削減 

項目 単位 
基準年度 目標値 

目標削減率 
2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

本 社 
総エネルギー投入量 MJ 711,663  704,547 697,501 690,526 1.0%減 

CO2 排出量 ㎏-CO2 54,152  53,611 53,075 52,544 1.0%減 

名古屋 
総エネルギー投入量 MJ 264,132  261,492 258,877 256,288 1.0%減 

CO2 排出量 ㎏-CO2 27,551  27,276 27,003 26,733 1.0%減 

神 戸 
総エネルギー投入量 MJ 74,246  73,504 72,769 72,041 0,5%減 

CO2 排出量 ㎏-CO2 5,752  5,695 5,638 5,581 0,5%減 

全 体 
総エネルギー投入量 MJ 1,050,042  1,039,543 1,029,147 1,018,855 ― 

CO2 排出量 ㎏-CO2 87,456  86,582 85,716 84,,858 ― 

 

・前頁アの総エネルギー投入量の内訳 

項目 単位 
基準年度 目標値 

目標削減率 
2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

本 社 

購入電力 

MJ 

319,972  316,772 313,604 310,468 1.0%減 

都市ガス（本社ビル） 258,406  255,822 253,264 250,731 1.0%減 

ガソリン 133,285  131,953 130,633 129,327 1.0%減 

名古屋 
購入電力 194,005  192,065 190,145 188,243 1.0%減 

ガソリン 70,107  69,406 68,712 68,025 1.0%減 

神 戸 
購入電力 36,360  35,996 35,636 35,280 0.5%減 

ガソリン 37,886  37,507 37,132 36,761 0.5%減 

全 体 

購入電力 550,337  544,833 539,385 533,991 ― 

都市ガス（本社ビル） 258,406  255,822 253,264 250,731 ― 

ガソリン 241,279  362,735 359,108 355,517 ― 

 

 

 

支店半年 
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・前頁の CO2 の排出量に関するエネルギーの内訳 

項目 単位 
基準年度 目標値 

目標削減率 
2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

本 社 

購入電力 kWh 88,881  87,992 87,112 86,241 1.0%減 

都市ガス（本社ビル） ㎥ 5,768  5,710 5,653 5,597 1.0%減 

ガソリン ℓ 3,852  3,814 3,776 3,738 1.0%減 

名 古 屋 
購入電力 kWh 53,890  53,351 52,818 52,290 1.0%減 

ガソリン ℓ 2,026  2,006 1,986 1,966 1.0%減 

神 戸 
購入電力 ㎥ 10,100  9,999 9,899 9,800 0.5%減 

ガソリン ℓ 1,095  1,084 1,073 1,062 0.5%減 

全 体 

購入電力 kWh 152,871  151,342 149,829 148,331 ― 

都市ガス（本社ビル） ㎥ 5,768  5,710 5,653 5,597 ― 

ガソリン ℓ 6,973  6,904 6,835 6,766 ― 

 

イ オフィス業務効率向上（OA 用紙使用量）及び一般廃棄物の排出量の削減 

項目 単位 
基準年度 目標値 以後の目標

見込み 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

本 社 
オフィス業務効率向上 

kg 

2,419  2,395 2,371 2,348 1.0%減 

一般廃棄物排出量 1,192  1,180 1,168 1,156 1.0%減 

名 古 屋 
オフィス業務効率向上 2,244  2,222 2,200 2,178 1.0%減 

一般廃棄物排出量 2,163  2,141 2,119 2,098 1.0%減 

神 戸 
オフィス業務効率向上 228  226 224 222 0.5%減 

一般廃棄物排出量 292  289 286 283 0.5%減 

全 体 
オフィス業務効率向上 4,892  4,843 4,795 4,748 ― 

一般廃棄物排出量 3,646  3,610 3,573 3,537 ― 

 

４ 活動計画と取組結果の評価等 

（１）全般 
 項目 内容 結果 評価 

1 総エネルギー使用量及

び CO2 排出量の削減 

 
 

 

【節電】 

・不要照明の消灯 

・社員のエレベーター使用

の原則禁止 

・昼休み時の OA 機器電源

断の励行 

・複写機等の換装及び省エ

ネ機能設定 

・COOLBIZ（28℃以上）及び

WARMBIZ（20℃以下）の

継続 

・暖房便座のふた閉め 

・ウオッシュレットの暖房（節

電）設定 

【燃料】 

・車両使用時の適正空気圧 

で燃費向上 

・エコドライブ 

【その他】 

・レンタカー及びシェアカー

利用を推奨 

・空調機フィルターの清掃 

【節電】 

・社員数増及びオフィス移

転に伴う総エネルギー使

用量が増加 

・外気取り入れの継続

COOLBIZ 及び WARMBIZ 

時は特に体感温・湿度が

個人により大きく異なるの

で生産性の落とさない体

感温度になるような温度

設定を継続 

・比較的、春先からの西日

本は寒暖の差が大きい年

だったが、生産性とのバラ

ンスを図るには空調負荷

は早い時期からであった。 

【燃料】 

・高燃費車へ乗り換え時期

を検討し走行距離から１台

をハイブリッド車に変更す

る。（納車：2023.7 予定） 

 

・コスト意識が徐々に

拡大しつつあり、結

果として使用量の削

減につながることを

更に普及していく。

（ポスター掲示） 

・一定の OA 紙はペー

パーレスが徐々に浸

透してきており大幅

な削減となった。 

・一廃棄物は本社オフ

ィスの一部移転によ

り大幅な増加となっ

たが、国際展示会の

準備もあり大きくは減

少に転じていない。 

・支店加入から 3 年を

経過したこともあり削

界は頭打ちに伴う、

中期目標を再考して

行った。 
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 項目 内容 結果 評価 

続

き 

  【その他】 

・空調効率向上のための室

内機器の内部清掃 

・東京オフィス移転に

伴う変化をとらまえ、

一部の目標は再考 

2 オフィス業務効率向上

（OA 用紙）及び一般廃

棄物の削減 

 

【オフィス業務の用紙削減】 

2in1、4in1、両面機能などで

枚数の節約 

・会議及びテレビ会議用資

料の削減 

【廃棄物】 

・持ち込みゴミは持ち帰る 

（マイボトルの推進） 

・可燃ごみの圧縮 

・文書の廃棄は外部保管庫

をアウトソーシング 

【その他】 

・環境経営方針、節約運動

の社内啓発の強化 

【オフィス業務の用紙削減】 

・前年度から徐々に受発注

の増加兆候があったが、

本社のオフィスの一部統

廃合をきっかけに更にペ

ーパーレスが推進された。 

【廃棄物】 

・削減活動に加え一時的に

本社は急増 

・外部委託保存文書は委託

先倉庫から直接廃棄（リサ

イクル）なのでカウントはし

ない。 

 

・OA 紙の印刷方法、

白黒印刷の初期設

定の継続できた。 

・ICT 機器類の積極的

導入により会議時の

ペーパー減と共にマ

ンパワーを付加価値

の高い業務に移行さ

せていく。 

3 節水の促進 ・ウオーターサーバー利用 

（防災備蓄を兼ねる。） 

・化粧室の消音機の活用推

進 

・ウオーターサーバー導入

により利便性向上（マイボ

トルを更に推進） 

・個々の行動の積み

重ねが重要なため、

啓発を重ねていく。 

4 産業廃棄物の削減 ・マニュフェストによって適

正処理 

・適正処理の確認をした。 ・マニュフェスト発行の

報告を確認した。 

5 グリ－ン購入の推進 ・一部では契約書が多く品

質を落とさない再生紙の使

用を推進 

・購入手順書に基づきマー

クのあるものの購入を推

進 

・エコ仕様、環境配慮型の

危機の購入 

 

・グリーンマーク優先購入 

（グリーン購入ガイドライン

の品目を参考） 

・引き続き環境経営の

効果のあるグリーン調

達の推進を検討 

7 社会貢献活動 

 

・地域の町会活動事業に協

力 

・港区タバコルール協力企

業登録を継続 

 

・営業日はビル周辺道路の

美化実施。（土地柄かタバ

コ吸い殻、飲食物ゴミが多

い。） 

・周辺の事業者に対して、

一時的な駐車スペースを

提供 

 

 

（２）総合的な評価 

ア 全体の評価 

・コロナ過の減退から回復期の変化による節約効果の有無が判別しにくいが、状況の更新が

継続的に見られるよう継続 

・厳しい気象の長期化、コロナ禍及びペーパーレスが進む中、オフィス移転により一時的な廃 

棄物の増加はあったが、ペーパーレスは大幅に進んだ。 

・主要エネルギー関連は、働く環境及び気象に左右される、物理的な削減は限界値でもあり新 

中期計画は前年度実績を基準にした上で、多様な業務の効率化を更に推進していく。 

・富津工場への認証拡大は、新棟が完成したこともあり２年計画程度で検討していく。 
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イ 環境教育 

社内ポータルサイト（JPC CONNECT）を活用するとともに、全社員にメール配信 

今後も新入社員教育でエコアクション、SDGs(※)などへの取組のシフトも見据え、生産性向上を 

踏まえ環境経営上のムリ・ムダ・ムラの削減を推進していく。 
※Sustainable Development Goals の略称。「持続可能な開発目標」 

  ウ その他 

  （ア）通信会社毎の安否登録カード等の紹介 

  （イ）周囲への配慮では、「みなとタバコルール宣言」の趣旨の理解促進（掲示） 

  （ウ）防災行動等、コロナ過で社内ポータルの利用の他、本社屋上で水消火器を使った実技訓練 

を実施した。また、新入社全員に防災カードを配布し啓発を行った。 

  （エ）持続可能な調達アクションプログラムの自己評価（資料２）を検討継続 

  （オ）再生可能エネルギーへの利用転換を継続して検討していく。 

  

５ 計画の見直し 
 項 目 強化内容 

1 
総エネルギー使用量、CO2 排

出量の削減 

・COVID-19 禍以降も、生産性を落とさない適正な温度の設定 

・必要な電子機器のこまめな電源オフ 

2 

オフィス業務効率向上（OA 用

紙）及び一般廃棄物の削減な

ど 

・オフィス移転に伴うフリーアドレス等をきっかけに、更に ICT

の利用とともにペーパーレスの更なる推進 

・区分別の一層の減容 

 

６ 法規制の遵守状況 

環境、廃棄物及び労働安全衛生法などにより遵守されている。  

なお、外部からの苦情などはない。 

 

７ 経営者による見直し 

（１）厳しい気象の長期化、コロナ禍及び節約と効率とのバランスが難しかった。 

活動の削減が頭打ちの傾向時に、コロナ禍となり 3 年を経過することから目標を見直し、より身 

近な数字として感じられるよう前年度ベースとした。 

IT 化の推進等により一層のペーパーレスを推進するとともに、一定の一般廃棄物は排出するこ 

とから一層の減容化を図る。 

（２）エネルギー関連は、働く環境及び気象に左右されながらも、エネルギーを中心とした削減活動 

を継続するとともに、かなりの燃費が良いハイブリッド車への転換を推進 

（３）認証の全社への拡大については、2023 年度に現状を把握しつつ、目標を設定できるももの種類  

について検討を重ねていく。 

（４）環境経営方針は、コロナ禍の収束及び富津工場の 2023 年秋以降の参画予定を踏まえつつ、社 

業の状況と活動状況を分析した上で見直しを検討していく。 
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資料１ マテリアルバランス 

  
    ※ここでは、資源投入量として水使用量及び紙(PPC 用紙)の使用量(≒購入量)を把握 

               また、水使用量は生活用のため把握するが目標設定は行わない。 
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資料２ 持続可能な調達アクション評価（試行） 

      
     ※回答欄：選択肢から選択された番号 

 

 

 

 

 


